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１ 日本が参加しているＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉がすすんでいる。

参加国のアメリカは本年夏に大統領予備選が控えており，その前にこのＴＰＰの妥結を

目指している。同国では議会が交渉権限を政府に一任するＴＰＡ法案が提出されており，

本法案が成立すれば，交渉が一気に加速化するおそれがある。本年５月～６月頃での大

筋合意の危険性が極めて高い。

自由法曹団は，ＴＰＰには国民の権利を侵害する危険な内容が多数盛り込まれている

ことから，日本政府に対して，ＴＰＰ交渉からの早期撤退を強く求める。

２ 重要５項目の関税水準維持について

ＴＰＰにより農業品目の関税撤廃がなされると，政府試算によっても，国内の農林水産

物の生産高が低下し，肥料，農業，飼料等の関連産業分野でもＧＤＰ減少が懸念され，

食料自給率の低下が懸念される。

ゆえに，農業品目の関税撤廃が与える影響は甚大であることから，少なくともいわゆ

る重要５項目についての関税引き下げは，断じて許されるべきではない。

ところがこの交渉過程では，豚肉の関税を現在の４８２円から５０円に下げることや，

牛肉の関税を３８．５％から９％に引き下げること，米の輸入枠（特別無関税乃至低関

税枠）を１０万トン前後設けるなどの情報も出ている。

３ 非関税障壁の問題について

また，ＴＰＰでは，非関税障壁についても完全撤廃が原則とされており，予め例外規

定をもうけない限り自由化される方式が採用されている（ネガティブリスト方式）。

しかし非関税障壁は，多くの場合，国民の生命・健康・財産・環境等の保護を目的と

してもうけられた法規制などであり，その全廃は，国民の重要な利益を侵害する。

例えば，日本での国民皆保険制度が弱体化されるおそれがあり，また，食の安全分野

でも，日本における収穫後使用農薬（ポストハーベスト農薬）の使用や，遺伝子組み換

え食品の表示にかかる規制が撤廃されるおそれがある。

４ ＩＳＤＳ条項について

ＴＰＰには，ＩＳＤＳ条項（投資家対国家紛争解決条項）を含むことが確認されてい

る。ＩＳＤＳ条項とは，投資協定に関する，受け入れ国政府の措置によって損害を被っ

た外国投資家に対して，受け入れ国を国際的な第三者機関（仲裁裁判所）に訴えること

を可能にする条項である。我が国の法律，制度，慣行，事実行為，裁判所の判決などに

ついて，他国投資家から訴えられ，その結果，内容が変更されるおそれがあり，国民主

権原理に抵触する。

５ 秘密保持契約の存在

政府は，ＴＰＰ交渉参加に先立ち，秘密保持契約を締結したとして，交渉の実態を隠

し，現在に至るまで，国会及び国民の間で議論する基礎となる確実性ある公の情報を，

何も提供していない。これでは，妥結が終わるまでＴＰＰの全容が見えないばかりか，

見えたときには，拙速な国会審議で強行採決へ一気に踏み切られてしまう可能性が極め

て高く，憲法が条約承認権を国会に与えた趣旨（７３条但書）を没却するものである。

また，国民の知る権利の観点からも問題である。

他方で，アメリカ通商代表部（ＵＳＴＲ）は，ＴＰＰの交渉内容を自国の国会議員に

全面開示している。相手国の議員が交渉内容を知りうる一方，我が国では交渉が一切秘

密とされていることは極めて問題である。

６ 結論

以上の理由から，自由法曹団は政府に対し，ＴＰＰ交渉からの撤退を直ちに求める。
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